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４．端末系交換機能

（１）原価の算定

（単位：百万円）
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①指定設備管理運営費 233,372 107,211 46,880 40,421 19,795 115 126,161 参考1.設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 4,354 2,226 925 965 329 7 2,128 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 12,537 6,410 2,663 2,779 948 19 6,128 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 8,747 4,472 1,858 1,939 661 13 4,276 (③自己資本費用+(⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率))×利益対応税率

⑤合計 259,010 120,319 52,326 46,104 21,733 154 138,693 ①+②+③+④

⑥正味固定資産 568,352 292,005 120,910 127,028 43,183 883 276,347 参考2.設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 1,762 905 375 394 134 3 857 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 5,968 3,066 1,270 1,334 453 9 2,902 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 18,614 8,059 3,775 3,074 1,202 9 10,555 (①設備管理運営費-(⑫租税公課+⑬減価償却費+⑭固定資産除却損))×45.625日÷365日

⑩レートベース 594,696 304,035 126,330 131,830 44,972 904 290,661 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 60,288 30,822 12,807 13,364 4,559 92 29,466 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫租税公課 10,359 6,219 1,919 3,307 985 8 4,139

⑬減価償却費 70,359 34,636 13,800 11,772 9,031 32 35,723 参考1.設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産除却損 3,740 1,883 963 753 165 3 1,857

区分 備考
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端末系交換設備（音声）の左記以外
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１０．公衆電話機能

(1)原価の算定

（単位：百万円）

備考

①指定設備管理運営費 6,234 3,957 参考1.設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 32 25 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 93 72 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 65 50 (③自己資本費用+(⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率))×利益対応税率

⑤合計 6,424 4,104 ①+②+③+④

⑥正味固定資産 3,659 2,975 参考2.設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 11 9 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 38 31 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 683 388 (①設備管理運営費-(⑫租税公課+⑬減価償却費+⑭固定資産除却損))×45.625日÷365日

⑩レートベース 4,391 3,403 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 445 345 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が負債の合計に占める割合

⑫租税公課 93 51

⑬減価償却費 526 725 参考1.設備区分別の費用明細表より

⑭固定資産除却損 155 81

(2)料金の設定

①公衆電話発信機能

Ａ.電話機等コスト

コスト等 備考

a.原価（百万円） 6,424 (1)の⑤公衆電話設備より

b.通信時間(千時間） 5,373 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.1秒あたり（円/秒） 0.3321 ａ÷ｂ

Ｂ.端末回線コスト

備考

a.1回線あたりｺｽﾄ(円/回線・月) 1,243

b.加算料 279 １の(2)のＩの②加算料の「2線式」より

c.回線数(回線) 146,041 Ⅹ.料金設定に使用した回線数（66）より

公衆電話 d.通信時間(千時間) 5,373 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

e.1回線あたり通信時間(時間) 37 d÷c

f.1秒あたり(円/秒) 0.1371 (ａ+b)×12ヵ月÷e

Ｃ.回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののコスト

ア．加入者線収容部

a．原価（百万円） 52,326 ４の（1）の⑤回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するものの加入者線収容部より

b．加入者交換機能の原価への加算額 10,465 ａ×1/5

ｃ．上記以外 41,861 ａ－ｂ

d．回線数（回線） 22,782,217 Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１の（69）より

e．１回線あたりコスト（円/回線・月） 153 ｃ÷ｄ÷12ヵ月×ⅩⅣ.料金設定に使用した保守換算係数３の③のタイプ1-2のもの

イ．回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののうち、加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののうち、ＲＴ～ＧＣ伝送路に係るもの

a．原価（百万円） 46,104

ｂ．加入者交換機能の原価への加算額 18,441 ａ×2/5

ｃ．上記以外 27,663 ａ－ｂ

d．回線数（回線） 26,483,511 Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１の（71）より

e．１回線あたりコスト（円/回線・月） 87 ｃ÷ｄ÷12ヵ月

ウ．回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののうち、加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののうち、ＲＴ～ＧＣ伝送路以外のもの

a．原価（百万円） 21,733

ｂ．加入者交換機能の原価への加算額 4,346 ａ×1/5

ｃ．上記以外 17,387 ａ－ｂ

d．回線数（回線） 26,483,511 Ⅹ．料金設定に使用した回線数の１の（71）より

e．１回線あたりコスト（円/回線・月） 55 ｃ÷ｄ÷12ヵ月

エ．1秒当りコストの算定

備考

a.1回線あたりコスト(円/回線・月)　 295

b.加入者線収容部コスト 153 アのｅより

87 イのｅより

55 ウのeより

e.回線数(回線) 146,041 Ⅹ.料金設定に使用した回線数の１の（66）より

公衆電話 f.通信時間(千時間) 5,373 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

g.1回線あたり通信時間(時間) 37 ｆ÷ｅ

h.1秒あたり(円/秒) 0.0266 ａ×12ヵ月÷ｇ

Ｄ.合計

備考

a.電話機等ｺｽﾄ（円/秒） 0.3321 Ａのｃより

b.端末回線ｺｽﾄ（円/秒） 0.1371 Ｂのｆより

c.回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののコスト（円/秒） 0.0266 Ｃのエのhより

d.料金（円/秒） 0.4958 （ａ＋ｂ＋ｃ）×（１+ⅩⅥ.料金設定に使用した貸倒率）

c.加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののコストのう
ち、ＲＴ～ＧＣ伝送路のもの

ｄ.加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののコストのう
ち、ＲＴ～ＧＣ伝送路以外のもの

区分

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ公衆

電話設備

公衆電話設備

区分

１の(2)のＩの①基本料の「端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第5欄で
接続する場合）　端末回線により伝送を行う機能のア 2線式のものの(イ)保守の区分がタイプ1-2
のもの」より

備考

区分 コスト等

コスト等

ｂ＋ｃ＋ｄ

備考

４の（１）の⑤回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するものの左記以外の電気信号の
伝送に係るもののＲＴ～ＧＣ伝送路に係るものより

備考

４の（１）の⑤回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するものの左記以外の電気信号の
伝送に係るものの左記以外より

料金等

コスト等

コスト等

区分 コスト等
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②ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ公衆電話発信機能

Ａ.電話機等コスト

コスト等 備考

a.原価（百万円） 4,104 (1)の⑤ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ公衆電話設備より

b.通信時間(千時間） 3,371 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

c.1秒あたり（円/秒） 0.3382 ａ÷ｂ

Ｂ.端末回線コスト

ａ.端末回線部分

備考

ア.1回線あたりｺｽﾄ(円/回線・月) 1,243

イ．加算料 279 １の(2)のＩの②加算料の「2線式」より

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ ウ.回線数(回線) 52,827 Ⅹ.料金設定に使用した回線数（67）より

公衆電話 エ.通信時間(千時間) 3,371 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

オ.1回線あたり通信時間(時間) 64 エ÷ウ

カ.1秒あたり(円/秒) 0.0793 (ア+イ)×12ヵ月÷オ

ｂ.ＯＣＵ部分

備考

ア.1回線あたり(円/回線・月） 197

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ イ.回線数(回線) 50,600 Ⅹ.料金設定に使用した回線数（49）より

公衆電話 ウ.通信時間(千時間) 3,371 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

エ.1回線あたり通信時間(時間) 67 ウ÷イ

オ.1秒あたり(円/秒) 0.0098 ア×12ヵ月÷エ

ｃ.合計

備考

ア.端末回線部分(円/秒) 0.0793 ａのカより

イ.ＯＣＵ部分(円/秒) 0.0098 ｂのオより

ウ.合計（円/秒） 0.0891 ア＋イ

Ｃ.回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののコスト

備考

a.1回線あたりコスト(円/回線・月) 142

87 ①のＣのイのｅより

55 ①のＣのウのeより

ｄ.回線数(回線) 50,600 Ⅹ.料金設定に使用した回線数の１の（49）より

公衆電話 ｅ.通信時間(千時間) 3,371 Ⅸ.料金設定に使用したﾄﾗﾋｯｸより

ｆ.1回線あたり通信時間(時間) 67 ｅ÷ｄ

ｇ.1秒あたり(円/秒) 0.0071 ａ×12ヵ月÷ｆ

Ｄ.合計

備考

a.電話機等ｺｽﾄ(円/秒) 0.3382 Ａのｃより

b.端末回線ｺｽﾄ(円/秒) 0.0891 Ｂのｃのウより

c.回線数の増減に応じて当該設備に係る費用が増減するもののコスト（円/秒） 0.0071 Ｃのｇより

ｄ.料金（円/秒） 0.4344 （ａ＋ｂ＋ｃ）×（１+ⅩⅥ.料金設定に使用した貸倒率）

区分 コスト等

区分

区分 料金等

区分 コスト等

ｂ.加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののコストのう
ち、ＲＴ～ＧＣ伝送路のもの

ｃ.加入者線収容部以外で電気信号の伝送に係るもののコストのう
ち、ＲＴ～ＧＣ伝送路以外のもの

コスト等

ｂ＋ｃ

１の(2)のＩの①基本料の「端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第5欄で
接続する場合）　端末回線により伝送を行う機能のア 2線式のものの(イ)保守の区分がタイプ
1-2のもの」より

１の(2)のＩの①基本料の「端末回線伝送機能（第5条（標準的な接続箇所）第1項の表中第2-3欄
で接続する場合）　ア．端末回線により伝送を行う機能（128ｋbit/sの符号伝送が可能なものに
限る。）の（イ）)保守の区分がタイプ1-2のもの」のOCUより

区分

区分 コスト等
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